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（ 公 印 省 略 ） 

 

 

建築物の解体時等における残置物の取扱いについて（通知） 

 

 

 廃棄物処理行政の推進については、かねてより種々御尽力、御協力いただいている

ところである。 

 さて、建築物の解体時等における残置物の取扱いについては「建築物の解体時にお

ける残置物の取扱いについて（通知）」（平成 26年２月３日付け環廃産発第 1402031

号環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部産業廃棄物課長通知）で周知していると

ころであるが、平成 29 年２月に中央環境審議会において取りまとめられた「廃棄物

処理制度の見直しの方向性（意見具申）」においても、「現状と課題」として、「建

築物の解体時等における残置物については、建築物の解体に伴い生じた廃棄物の収集

及び運搬又は処分を行う者にその処理を依頼する事例等が見受けられる。」とされ、

「見直しの方向性」として、「地方自治体、一般廃棄物処理業者、建設業者等の関係

者の連携により円滑な処理が行われている事例があることから、これらの取組事例を

含め、残置物の取扱いについて、地方自治体、処理業者、排出事業者等に周知してい

くべきである。」とされたところである。 

 ついては、貴職におかれては、建築物の解体時等における残置物について、廃棄物

の処理及び清掃に関する法律（昭和 45 年法律第 137 号。以下「廃棄物処理法」とい

う。）に従った適正な取扱いがなされるよう、下記事項について、貴管内関係者への

周知徹底及び適切な指導を行うとともに、貴管内の市町村に対し、当該市町村管内関

係者への周知徹底及び適切な指導を行うよう周知されたい。 

 なお、本通知は、地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 245条の４第１項の規定

に基づく技術的な助言であることを申し添える。 
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１．残置物の処理責任の所在について 

建築物の解体に伴い生じた廃棄物（以下「解体物」という。）については、そ

の処理責任は当該解体工事の発注者から直接当該解体工事を請け負った元請業者

にある。一方、建築物の解体時に当該建築物の所有者等が残置した廃棄物（以下「残

置物」という。）については、その処理責任は当該建築物の所有者等にある。この

ため、建築物の解体を行う際には、解体前に当該建築物の所有者等が残置物を適正

に処理する必要がある。 

都道府県及び市町村におかれては、以上の点について、建築物の所有者、建設

元請業者、廃棄物処理業者等の関係者への周知徹底及び適切な指導を行われたい。 

 

２．残置物の適正な処理を確保するための方策について 

解体物は木くず、がれき類等の産業廃棄物である場合が多い一方、残置物につ

いては一般家庭が排出する場合は一般廃棄物となり、事業活動を行う者が排出する

場合は当該廃棄物の種類及び性状により一般廃棄物又は産業廃棄物となる。 

都道府県及び市町村におかれては、一般廃棄物に該当する残置物の処理につい

て関係者から相談があった場合等には、当該市町村における一般廃棄物処理計画に

沿った処理方法（適切な排出方法、市町村が自ら処理しない廃棄物については連絡

すべき一般廃棄物処理業者等）を示すなど、適正な処理が実施されるよう指導され

たい。 

また、一般廃棄物に該当する残置物について、いわゆる夜逃げ等により当該建

築物の所有者等が所在不明であるなどにより、当該建築物の所有者等による適正な

処理が行われない場合には、関係者に対して適正な処理方法を示すほか、必要に応

じて、廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令（昭和 46 年政令第 300 号）第４

条各号に掲げる基準に従い市町村から適切な処理業者に対して残置物の処理を委

託するなど、市町村におかれては一般廃棄物の適正な処理を確保されたい。 

なお、残置物が一般廃棄物である場合、その処理を受託する者にあっては、産

業廃棄物処理業の許可を取得していることのみでは足りず、市町村からの当該残置

物の処理に係る委託又は一般廃棄物処理業の許可を受けなければならないことに

留意が必要であり、市町村は、廃棄物処理法第７条第５項各号又は第 10 項各号に

適合していると認めるときでなければ許可をしてはならない。また、残置物の処理

を受託する者において一般廃棄物処理施設の設置許可が必要となる場合には、廃棄

物処理法第 15 条の２の５に規定する産業廃棄物処理施設の設置者に係る一般廃棄

物処理施設の設置についての特例を活用することが可能であるので、併せて留意さ

れたい。さらに、同条の規定に基づく届出の際には、廃棄物の処理及び清掃に関す

る法律施行規則（昭和 46年厚生省令第 35号）第 12条の７の 17第３項第２号ハの

規定に基づき、市町村からの委託を受けて一般廃棄物の処分を業として行う者であ

ることを示す書類を添付する必要があるため、市町村におかれては、当該特例の活

用が想定される場合には、文書による委託を行う等、当該届出に必要な書類が準備

できるよう配慮されたい。 
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３．その他 

リフォーム工事など、建築物の解体以外の場合においても、当該建築物の所有

者等が残置した廃棄物については、その処理責任は当該建築物の所有者等にある。

このため、都道府県及び市町村におかれては、１．及び２．の趣旨に鑑み、建築物

の所有者、建設元請業者、廃棄物処理業者等の関係者への周知徹底及び適切な指導

を行われたい。 

 

 

 


